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食料の安定供給と自給率向上を求める請願 

【請願趣旨】 

2024 年の夏以来、主食である米がスーパーの店頭などから姿を消すという事態が長期化し、国民の間に食料

の安定供給への不安が広がっています。政府は、米不足の責任を農民や農協などに転嫁する一方、高止まりし

ている米価を下落させるために、それまでの方針を大転換して備蓄米を 5 ㌔ 2000 円で放出しました。 

しかし、米不足の根底には、「需要に見合った生産」の名による減産の押しつけ、担い手の急速な減少と高齢

化、耕作放棄地の広がりなど、生産基盤の深刻な脆弱化があります。政府が主食である米の需給と価格の安定

への責任を放棄し、輸入に依存する食料政策で農家の経営を危機に追い込んできたことこそ問われなければな

りません。米作農家の所得は低く、このまま放置すれば、ますます担い手は減り、食料生産は今後もいっそう

不安定になります。 

私たちは、不安定な輸入に依存した食料政策をあらため、いまこそ国産食料の増産と、それを支える大多数

の家族農業経営を支援する農政に転換するべきと考えます。そのために、次の事項を実現するよう求めます。 

【請願事項】 

1．国民の主食である米の生産と供給に政府が責任を持つこと。具体的には、 

1）減産の押し付けをやめ、ゆとりのある生産目標を立て、大胆な増産に乗り出すこと 

2）十分な量の政府備蓄米を確保して不作などに備えること 

3）生産者の減少を食い止めるため、「価格保障」や「所得補償」で家族農業経営を支え、消費者には手ごろ

な価格で米を供給すること 

2．良質な食料が安定的に供給され、かつ、国民一人一人がこれを入手できる環境を保障するため、輸入依存

の食料政策を改め、食料自給率の向上を図ること。とりわけ、改定「食料・農業・農村基本計画」に明記

された自給率目標（カロリーベースで 2030 年に 45％）を必ず達成するための計画をただちに具体化し、

農政の重点に据えること 

3. 農産物を貿易交渉の取引材料にしないこと。ミニマムアクセス（MA）米は即刻見直し、中止すること 

4．物価高騰で苦しむ人々を支えるため、「食料支援制度」を確立すること 

5．学校給食の無償化をすみやかにすべての自治体で実施するよう支援すること。また地元産の安全な農畜産

物・食品を活用する施策を拡充・強化すること 
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＊個人情報は、署名提出以外には使いません。 

【よびかけ】国民の食糧と健康を守る運動全国連絡会（全国食健連） 
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